


・人口：987,234人（Ｒ7.9.1現在）

・面積：271.78 ㎢

はじめに ～千葉市について～
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屋根が吹き飛んだ体育館 道路上に倒壊したプレハブ

市内の被災状況①（令和元年台風15号・19号・10月25日大雨）

○房総半島台風（9月）の被害

・全·半壊258棟

・一部破損6,367棟

・倒木被害1,302件

・最大瞬間風速57.5メートル

（観測史上第1位）

・停電94,600件・20日間以上

○東日本台風（10月）の被害

・一部破損83棟

・倒木被害137件

○大雨（10月）の被害

・全·半壊27棟、一部破損38棟

・床上浸水39件、床下浸水78件

・道路冠水235件

・がけ崩れ98件

本市で初めて自然災害により人命が失われた（死者３名）
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電線に引っ掛かった倒木 崖崩れにより分断された道路

市内の被災状況②（令和元年台風15号・19号・10月25日大雨）

電線に引っ掛かった倒木
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千葉市災害に強いまちづくり 政策パッケージ（令和2年1月23日策定）
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施設における電力供給について（脱炭素・レジリエンスの同時実現!）

停電時は、「自動的」に太陽光発電設備の電力が利用可能
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設備の導入方法について

◆ＰＰＡ方式による太陽光発電設備の導入
ＰＰＡ（「Power Purchase Agreement」の略）モデル※

※日本では「太陽光発電の第三者所有モデル」などと呼ばれ、需要家の
所有する敷地や屋根のスペースなどをPPA事業者に提供し、PPA事業者
がそのスペースに無償で太陽光発電設備を設置、そこで発電された電力
を需要家が消費し、使用した電気料金をPPA事業者に支払うシステム

（千葉市のケース） ＰＰＡ事業者
・設置、維持管理、撤去
・太陽光で発電した電力の販売

施設管理者
・太陽光で発電した電力を使用
・使用した電力の電気料金の支払い

自家消費で賄え
ない電力は系統
電力を購入
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設備イメージ

7
蓄電池・パワーコンディショナー等

太陽光パネル

非常用コンセント



導入実績

合 計学 校公民館

１４０１２８１２

（単位:施設）

・CO2削減見込み : 4,878 t-CO2
※約1,900世帯の年間CO2排出量に相当

・太陽光パネル設置総量:8,670kW
※住宅約1,800世帯分のパネル量に相当

導入効果等（脱炭素）

ＰＰＡでの導入実績（令和２～４年度）
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※この事業以前にも、直接工事発注や屋根貸し等で導入実績あり。
他にもリース方式など、導入方式は多岐に渡り、導入時期や技術、
各自治体の事情（規模等）などによって、最適な導入方法は異なる。



〇環境省が進めている事業であり、2050年カーボンニュートラル（脱炭素）に向けて、2030年度までに家庭部門や
業務部門の電力消費に伴うカーボンニュートラル （脱炭素）を実現する地域

〇現在、第６回までの選考で応募302提案の中から９０提案が選定（３提案が辞退）

脱炭素先行地域
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千葉市の魅力
都市と自然の両面を
あわせ持つ

脱炭素の取組で人が集う、
「行きたい」「住みたい」「安心できる」千葉
市へ

「行きたい」
（交流）

子育て世代を
呼び込む

脱炭素まちづくり

安心な暮らし
を支える

レジリエンス

「住みたい」
（定住）

「安心できる」
（備え）

脱炭素による
MICE

誘致力の強化

①交流人口の増加
↓

グリーン・MICEエリア
（幕張新都心地区）

③レジリエンスの強化
↓

②定住人口の増加
↓

グリーン・レジリエント・
コミュニティ（施設群）

グリーン・ＺＯＯエリア
（動物公園地区）

脱炭素の推進

提案名:脱炭素で磨き上げる都市の魅力 ～「行きたい」「住みたい」「安心できる」千葉市へ～

２
つ
の
エ
リ
ア
と

施
設
群
で
脱
炭
素
化

脱炭素先行地域 ～千葉市の計画提案が令和４年１１月、第２回募集で選定～



③レジリエンスの強化 「グリーン・レジリエント・コミュニティ（施設群）」

今できる様々な技術を組み合わせ、公共施設や日々の暮らしに密着した店舗等で、
電力の地産地消や一元管理による、 平時の再エネの最適利用と災害時のレジリエンス
機能の更なる向上を目指す。

清掃工場バイオマス電力活用

営農型
太陽光発電

フロート型
太陽光発電

公用車のEV化

太陽光発電等導入
(公共施設・店舗)
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自己託送

オフサイト

オンサイト

エネルギーを消費する地域から、生み出す地域へ!!



エネルギーマネジメントシステムの導入  R6～R7年度でシステム構築、R8年4月運用開始予定
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③‐1 「グリーン・レジリエント・コミュニティ（施設群）」 エリア・エネルギー・マネジメント・システム



〇2026年度に全市有施設（約700施設）の電力消費に伴うCO₂排出実質ゼロを実現できる見通し
〇太陽光発電設備の増強、清掃工場で発電する電力を自己託送することで、 発電量を増やすとともに、

不足分は小売電気事業者が販売する再エネで発電した電力メニュー（再エネメニュー）への切替を行う。
〇自己託送等により、小売電気事業者から調達する電力量が削減されることから、年間電力コストの削減

も見込む。

③‐2 「グリーン・レジリエント・コミュニティ（施設群）」
市有施設の電力消費に伴うCO₂排出実質ゼロの実現

太陽光発電 太陽光発電

自己託送

一般電力

再エネ電力

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和８年度
CO2排出実質ゼロ電力

100%

令和６年度
CO2排出実質ゼロ電力

9%

約50％

約40％

約10％約9％
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R6＝太陽光発電:2,202kW、蓄電池:131kWh
※オンサイトPPAにて、市有施設9か所に導入
上記PVのうち南部浄化センター＝1,690kW

※野立て型、屋根置き型、カーポート型の3種類の設備
R7年度以降も、設置可能な市有施設に導入を進める

市有施設への太陽光発電設備・蓄電池の導入

R6=555kW
※オフサイトPPAにて導入
R7・8年度の追加導入に向けて調査・設計を実施中

営農型太陽光発電設備の導入

R6=電動車を54台導入（公用車）
R7=EV充電器27台導入予定

※本庁舎における公用車用として

営農型

野立て型 ソーラーカーポート型

公用車のEV化、EV充電器の導入
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③‐3 「グリーン・レジリエント・コミュニティ（施設群）」 の進捗（R6実績）



電力を取り巻く状況の「多様化」について

◆知らないと始まらない!!
（大規模需要家であるとともに、発電者にもなれる地方自治体）

【発電者として】
・発電方法は?（太陽光発電、廃棄物発電、木質バイオマス発電、小型水力発電…）
・導入方法は?（直営、PPA、リース、屋根貸し…）
・発電場所は?（屋根上、駐車場（カーポート）、農地（ソーラーシェアリング）、水上（フロート）、壁面…）

【需要家として】
・発電した電力の活用方法は?（オンサイト、オフサイト、自己託送、売電、新電力設立…）
・契約は?（一般電力、再エネ、契約単位…）
・省エネは?（断熱、ZEB化、電力構成、使用電力分析…）

◆「消費する地域」から「生み出す地域」へ（←地域脱炭素政策の今後の在り方に関する検討会）
・自分たちで使う電力は、できるだけ自分たちで生み出す!（再エネの地産地消）
・レジリエンス強化や産業振興などの課題解決に繋げる!
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電力を取り巻く状況の多様化について



環境とレジリエンス向上の同時実現
環境と経済の好循環

Economy
×CN
Resilience
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千葉市における脱炭素推進テーマ


